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はじめに 
 
 令和の元号で新年を迎えた本年において、日本の人口の減少、高齢化がさら

に顕著になっている。令和２年１月１日現在の概算値で総人口は１億2,602万

人で30万人減、特に、15歳未満の人口は20.4万人減、15～65歳未満の人口では

39.4万人減、それに対し65歳以上の人口は32万人増となっている。若年者の減

少に対して、高齢者がその1.6倍で増加し、労働人口の中心となる年齢層は1.9

倍で減少している。 

日本の急速な高齢化と労働人口減少は経済成長の鈍化やマイナスの方向に導く可

能性もある。女性の雇用拡大が図られているものの、若年者の就業率は70％前後にと

どまっている。高等学校卒業者(以降。高卒)の就職率は98％、大学卒業者(以降、大

卒)の就職率は97.6％であり、若年者の失業率も５％前後と回復している。しかし、

就職後３年以内の離職率が高く、大卒で30％台、高卒で40％台となっている。職業・

職種に対する認識の違いが大きく反映され、若年者のキャリア選択の場においては就

職支援や職業能力開発(職業訓練)の重要性がより高まっている。 

さて、「職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）」に定められている「職業訓

練基準」は、職業訓練の品質を維持するとともに訓練を効果的に実施するために規定

されている。一方、地域ニーズ等を取り入れた職業訓練基準の弾力的な運用も行われ

ているところであるが、国として一定の職業訓練基準を示していくことは、産業分野

の生産性向上の基となるものであり、不断の見直しが求められている。職業能力開発

総合大学校基盤整備センターでは、これまで厚生労働省と連携しながら職業訓練基準

の見直しに係る調査研究を進めてきた。本年度は、電気・電子、非金属加工、繊維･

繊維製品分野について、現行の職業訓練基準を基にその見直しを検討してきたところ

である。本報告書は、研究会において調査・検討した内容を令和元年度の職業訓練基

準の見直し報告書としてまとめたものである。本報告書が、国及び都道府県等の行政

機関をはじめ職業能力開発関係機関及び民間教育訓練機関が行う職業訓練コースの設

置・運営等に関する基礎資料として活用されることを期待したい。 

 最後に、本研究にご助言をいただいた厚生労働省及び研究会の委員並びにアンケー

ト調査、ヒアリング調査にご協力いただいた関係各位に心から感謝申し上げる。 
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